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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第23期
第１四半期
連結累計期間

第24期
第１四半期
連結累計期間

第23期

会計期間
自平成29年１月１日
至平成29年３月31日

自平成30年１月１日
至平成30年３月31日

自平成29年１月１日
至平成29年12月31日

売上高 （千円） 1,866,380 2,162,672 7,552,990

経常利益 （千円） 103,835 96,640 199,273

親会社株主に帰属する四半期

（当期）純利益
（千円） 68,171 46,073 97,741

四半期包括利益又は包括利益 （千円） 68,238 44,865 96,668

純資産額 （千円） 1,869,622 1,861,488 1,898,021

総資産額 （千円） 7,156,446 8,603,556 8,544,381

１株当たり四半期（当期）純利益

金額
（円） 16.75 11.32 24.02

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 26.1 21.6 22.2

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したものであります。

(1)　業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府による積極的な経済政策や日銀による金融緩和政策を

背景に、企業収益や雇用、所得環境の改善もあって、緩やかな回復が続いております。しかしながら、アメリカ

の政策の動向及びその影響、中国を始めとするアジア新興国等の経済の先行き、政策に関する不確実性による影

響、金融資本市場の変動の影響、また、英国のＥＵ離脱問題に伴う不透明感による影響など、我が国の景気が下

押しされるリスクが内在し、景気は先行き不透明な状況で推移いたしました。

　当社グループの属する不動産業界におきましては、継続する低金利で良好な資金調達環境を背景に、不動産市

場への資金流入はいまだ継続し、取引も拡大しており、不動産市況は概ね順調に推移しております。しかしなが

ら、住宅需要につきましては、新設住宅着工戸数が総じて減少するなど弱含みで推移しており、競合他社との販

売競争は厳しく、依然として先行き不透明な状況が続いております。

　このような事業環境の下、当社グループは、継続して中長期的な成長に向けた事業展開を推進し、関西、九

州、中部エリアにおける既存事業の収益力向上と、６事業分野のシナジー効果を発揮した新たな事業領域への進

出を図ってまいりました。当第１四半期連結累計期間では、基幹事業である不動産仲介事業において、平成29年

６月に実施した株式会社アイデムホームの買収に伴う事業エリアの拡大と、不動産賃貸事業における小規模賃貸

アパートの開発及び販売等の取り組みが順調に推移したことで、売上高、売上総利益は前年同四半期比増となり

ました。しかしながら、新築戸建分譲事業における低価格帯を中心とした住宅需要に対して、顧客ニーズにマッ

チした住宅供給を推進する事に加え、財務健全性を確保するため物件の早期完売に向けた価格調整等を行った事

による粗利益率の低下や、これに伴う販売促進活動の強化により、販売費が増加いたしました。これらに加え

て、前述の株式会社アイデムホームの買収時に発生したのれんの償却などの影響により、営業利益以下、各段階

利益につきましては、前年同四半期比減となりました。

以上の結果、当社グループの当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高2,162百万円（前年同四半期比

15.9％増）、営業利益107百万円（前年同四半期比6.7%減）、経常利益96百万円（前年同四半期比6.9%減）、親

会社株主に帰属する四半期純利益46百万円（前年同四半期比32.4%減）となりました。

　セグメントの業績は次のとおりであります。

①不動産仲介事業

当社グループの中核事業と位置付けております不動産仲介事業におきましては、当社の地域密着戦略における

要として、地域内情報の取得等他事業とのシナジー効果の最大化を目的に、関西、福岡及び中部エリアにおいて

事業を展開いたしました。

また、前述のとおり株式会社アイデムホームの買収による効果もあって、当事業の売上高は438百万円（前年同

四半期比191.4%増）、セグメント利益は93百万円（同195.4%増）となりました。

②新築戸建分譲事業

新築戸建分譲事業におきましては、お客様ニーズにマッチした分譲住宅の供給を目標に事業を推進しておりま

す。物件の供給及び販売については概ね当初計画どおりに推移しましたが、粗利益率の低下等を要因として、売

上高、セグメント利益ともに前年同四半期比減となりました。

この結果、当事業の売上高は1,041百万円（前年同四半期比14.0％減）、セグメント利益は31百万円（同58.4％

減）となりました。

③建設請負事業

建設請負事業におきましては、注文住宅及びリフォームの請負事業を展開しております。当事業における売上

高は263百万円（前年同四半期比125.1％増）、セグメント利益は27百万円（前年同四半期はセグメント損失０百

万円）となりました。
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④損害保険代理事業

損害保険代理事業におきましては、不動産関連サービスから派生する火災保険及び地震保険等の代理店業務を

行っております。当事業における売上高は17百万円（前年同四半期比139.7％増）、セグメント利益は５百万円

（同141.9％増）となりました。

⑤不動産賃貸事業

不動産賃貸事業におきましては、関西圏を中心として個人投資家向け一棟売賃貸アパートの建築、住居用マン

ションやオフィスビルなどの賃貸不動産の仕入れ、賃貸及び販売を行っております。当事業における売上高は385

百万円（前年同四半期比7.0％増）、セグメント利益は62百万円（同35.7％減）となりました。

⑥介護事業

介護事業におきましては、当社の完全子会社である株式会社ケアサービス友愛を通して、訪問介護サービス及

び居宅介護サービスを提供しております。当事業における売上高は16百万円（前年同四半期比23.1％減）、セグ

メント損失は７百万円（前年同四半期はセグメント損失５百万円）となりました。

 

(2)　事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

(3)　研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 13,000,000

計 13,000,000

 

②【発行済株式】

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数（株）

（平成30年３月31日）

提出日現在発行数（株）

（平成30年５月15日）

上場金融商品取引所名又は

登録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式      4,110,000 4,110,000
福岡証券取引所

（Ｑ－Ｂｏａｒｄ市場）
（注）

計      4,110,000 4,110,000 － －

　（注）　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。また、当社は単

元株制度を採用しており、１単元株式数は100株であります。

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総数

増減数（株）

発行済株式総数

残高（株）

資本金増減額

（千円）

資本金残高

（千円）

資本準備金

増減額（千円）

資本準備金残高

（千円）

平成30年１月１日～

平成30年３月31日
－ 4,110,000 － 328,842 － 173,940

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成29年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

①【発行済株式】

平成30年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 　　40,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式　4,069,600 40,696
権利内容に何ら限定のない当

社における標準となる株式

単元未満株式 普通株式　　　　400 － －

発行済株式総数 4,110,000 － －

総株主の議決権 － 40,696 －

 

②【自己株式等】

平成30年３月31日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義

所有株式数（株）

他人名義

所有株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数の

割合（％）

㈱ハウスフリーダム
大阪府松原市阿保

四丁目１番34号
40,000 － 40,000 0.97

計 － 40,000 － 40,000 0.97

 

２【役員の状況】

　該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成30年１月１日から平

成30年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期連

結財務諸表について、三優監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,148,498 2,010,969

受取手形及び売掛金 24,979 25,223

販売用不動産 1,390,185 1,067,668

仕掛販売用不動産 1,891,317 2,477,102

未成工事支出金 41,698 28,498

繰延税金資産 64,647 57,787

その他 157,172 152,400

貸倒引当金 △21 △44

流動資産合計 5,718,478 5,819,606

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 1,183,332 1,170,987

機械装置及び運搬具（純額） 26,492 26,655

工具、器具及び備品（純額） 31,676 30,013

土地 973,554 973,554

リース資産（純額） 16,965 15,209

有形固定資産合計 2,232,021 2,216,419

無形固定資産   

のれん 420,830 401,935

ソフトウエア 2,026 1,912

商標権 662 618

その他 235 235

無形固定資産合計 423,754 404,702

投資その他の資産   

投資有価証券 53,856 52,128

その他 109,501 104,538

貸倒引当金 △2,972 △2,972

投資その他の資産合計 160,385 153,694

固定資産合計 2,816,162 2,774,816

繰延資産 9,741 9,133

資産合計 8,544,381 8,603,556
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成29年12月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成30年３月31日)

負債の部   

流動負債   

営業未払金 443,222 380,185

短期借入金 1,371,800 1,748,300

1年内償還予定の社債 126,200 117,200

1年内返済予定の長期借入金 576,945 693,763

リース債務 6,687 6,570

未払法人税等 60,015 45,993

賞与引当金 109,342 61,870

製品保証引当金 17,913 18,142

資産除去債務 158 －

その他 373,408 420,949

流動負債合計 3,085,692 3,492,975

固定負債   

社債 641,200 632,600

長期借入金 2,844,810 2,526,839

リース債務 10,208 8,565

繰延税金負債 17,564 17,245

資産除去債務 13,977 14,147

その他 32,905 49,695

固定負債合計 3,560,666 3,249,093

負債合計 6,646,359 6,742,068

純資産の部   

株主資本   

資本金 328,842 328,842

資本剰余金 173,940 173,940

利益剰余金 1,373,069 1,337,743

自己株式 △14,585 △14,585

株主資本合計 1,861,266 1,825,940

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 36,755 35,547

その他の包括利益累計額合計 36,755 35,547

純資産合計 1,898,021 1,861,488

負債純資産合計 8,544,381 8,603,556
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年３月31日)

売上高 1,866,380 2,162,672

売上原価 1,349,561 1,372,225

売上総利益 516,819 790,447

販売費及び一般管理費 401,177 682,608

営業利益 115,642 107,838

営業外収益   

受取利息 13 12

受取手数料 5,129 5,589

その他 951 2,371

営業外収益合計 6,095 7,973

営業外費用   

支払利息 15,359 15,997

支払保証料 1,935 2,080

その他 607 1,094

営業外費用合計 17,902 19,171

経常利益 103,835 96,640

税金等調整前四半期純利益 103,835 96,640

法人税、住民税及び事業税 6,256 43,103

法人税等調整額 29,407 7,463

法人税等合計 35,663 50,567

四半期純利益 68,171 46,073

親会社株主に帰属する四半期純利益 68,171 46,073
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成29年１月１日
　至　平成29年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成30年１月１日
　至　平成30年３月31日)

四半期純利益 68,171 46,073

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 67 △1,208

その他の包括利益合計 67 △1,208

四半期包括利益 68,238 44,865

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 68,238 44,865

非支配株主に係る四半期包括利益 － －

 

EDINET提出書類

株式会社ハウスフリーダム(E04048)

四半期報告書

11/17



【注記事項】

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次

のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成29年１月１日
至 平成29年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成30年１月１日
至 平成30年３月31日）

減価償却費 17,606千円 19,769千円

のれんの償却額 7,239 18,895

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年３月31日）

(1)配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成29年３月24日

定時株主総会
普通株式 61,050 15 平成28年12月31日 平成29年3月27日 利益剰余金

 

(2)基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間末後となるもの

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年３月31日）

(1)配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年３月23日

定時株主総会
普通株式 81,398 20 平成29年12月31日 平成30年3月26日 利益剰余金

 

(2)基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間末後となるもの

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成29年１月１日　至　平成29年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        

 報告セグメント

 
不動産

仲介事業

新築戸建

分譲事業

建設請負

事業

損害保険

代理事業

不動産

賃貸事業

 
介護事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 150,447 1,210,440 117,009 7,449 359,948 21,084 1,866,380

セグメント間の内部

売上高又は振替高
4,273 － 2,850 － 1,800 － 8,923

計 154,720 1,210,440 119,859 7,449 361,748 21,084 1,875,304

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
31,719 75,047 △222 2,106 96,438 △5,309 199,780

 

  （単位：千円）

 合計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

売上高    

外部顧客への売上高 1,866,380 － 1,866,380

セグメント間の内部

売上高又は振替高
8,923 (8,923) －

計 1,875,304 (8,923) 1,866,380

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
199,780 (84,138) 115,642

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△84,138千円には、セグメント間取引消去△

114千円、各報告セグメントに配分していない全社費用△84,023千円が含まれております。全社費用

は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行ってお

ります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成30年１月１日　至　平成30年３月31日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

        

 報告セグメント

 
不動産

仲介事業

新築戸建

分譲事業

建設請負

事業

損害保険

代理事業

不動産

賃貸事業

 
介護事業 計

売上高        

外部顧客への売上高 438,460 1,041,515 263,342 17,854 385,276 16,222 2,162,672

セグメント間の内部

売上高又は振替高
3,816 - 83 - 1,800 - 5,700

計 442,277 1,041,515 263,425 17,854 387,076 16,222 2,168,372

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
93,692 31,250 27,171 5,095 62,033 △7,677 211,566

 

  （単位：千円）

 合計
調整額

（注）１

四半期連結

損益計算書

計上額

（注）２

売上高    

外部顧客への売上高 2,162,672 - 2,162,672

セグメント間の内部

売上高又は振替高
5,700 (5,700) -

計 2,168,372 (5,700) 2,162,672

セグメント利益又は

セグメント損失（△）
211,566 (103,728) 107,838

（注）１．セグメント利益又はセグメント損失（△）の調整額△103,728千円には、セグメント間取引消去

1,429千円、各報告セグメントに配分していない全社費用△105,157千円が含まれております。全社費

用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

２．セグメント利益又はセグメント損失（△）は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行ってお

ります。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成29年１月１日
至　平成29年３月31日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成30年１月１日
至　平成30年３月31日）

１株当たり四半期純利益金額 16円75銭 11円32銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額（千

円）
68,171 46,073

普通株主に帰属しない金額（千円） －  

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益金額（千円）
68,171 46,073

普通株式の期中平均株式数（株） 4,070,000 4,069,940

（注）潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

（重要な後発事象）

　　　　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成30年５月15日

株式会社ハウスフリーダム

取締役会　御中

 

三優監査法人

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 鳥居　陽　　　印

 

 
指 定 社 員
業務執行社員

 公認会計士 米﨑　直人　　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ハウス

フリーダムの平成30年１月１日から平成30年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成30年１月１日

から平成30年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成30年１月１日から平成30年３月31日まで）に係る四半期

連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について

四半期レビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ハウスフリーダム及び連結子会社の平成30年３月31日現在の

財政状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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